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特例事項 管理コード 措置の概要(対応策)
各省庁からの回答に対する構造改革特区

推進室からの再検討要請
各省庁からの再検討要請に対する回答

「措置の分
類」の見直し

「措置の内
容」の見直し

各省庁からの回答に対する構造
改革特区推進室からの再々検

討要請
各省庁からの再検討要請に対する回答

「措置の分
類」の見直し

「措置の内
容」の見直し

提案事項
コード

提案主体名
特区構想
名

規制の特例事項
（事項名）

1042010 熱海市
熱海温泉
郷観光振
興特区

カジノ設置に関す
る刑法の改正又
は特別法の整備

1042020 熱海市
熱海温泉
郷観光振
興特区

カジノ運営に関す
る風俗営業等の
規制及び業務の
適正化に関する法
律の改正

0100020

現金を賭けスロットマシンやルーレット等に興じること
は、刑法上の賭博罪に該当すると認められる行為で
あるが、総合規制改革会議の中間とりまとめによれ
ば、「刑法に関するもの」は特区制度の対象外とされ
ている。

1080010 鳥羽市
観光産業
特区

カジノ特別法制定
とゲーミングコント
ロール法の新設

2013010

珠洲にラ
スベガス
を創る研
究会

能登国際
観光カジノ
産業特区

カジノに係る賭博
関係規則の適用
除外又は特別法
の整備

2013020

珠洲にラ
スベガス
を創る研
究会

能登国際
観光カジノ
産業特区

カジノに係る現
金、商品等の提供
規制の適用除外
又は特別法の整
備

0100040

現金を賭けスロットマシンやルーレット等に興じること
は、刑法上の賭博罪に該当すると認められる行為で
あるが、総合規制改革会議の中間とりまとめによれ
ば、「刑法に関するもの」は特区制度の対象外とされ
ている。

2048040
堺商工会
議所

国際楽市
楽座特区

カジノの合法化

0100050

　古物商の遵守事項を履行しない営業者に対する盗品等の処分は、正規の古物商に比較して
も容易なものとなり、意図せずして盗品等処分の温床を提供するおそれがある。さらに、近時
の古物取引の拡大に照らせば、そのような業者には、インターネット等を通じて全国から盗品
等が持ち込まれることが懸念される。このため、窃盗その他の犯罪の防止と被害の回復が困
難になるという弊害は、広く特区の内外に及ぶおそれがある。
　この点、総合規制改革会議中間とりまとめ第５章２（４）②においても、「刑法に関するもの」は
特区制度の対象外とすべきとされている。
　一方、競り売りの届出は、最寄りの警察署に概括的な届出書を提出すれば足り、また、古物
の受取り場所の制限は、八潮市が求めるような市の関係施設等柔軟な運用が可能であるの
で、特例を設ける実質的なメリットは小さい。

Ｃ

0100060
事業所の在庫品を仕入れて売却する場合は、通常、古物営業に当たらないことから、古物営
業法の適用はない。

E

高速道路における
自己責任による高
速度走行の可能化

0100070

高速道路の制限速度は、安全かつ円滑に車両が走
行できるように道路の設計速度、車線数等の道路構
造や交通量等の交通環境、安全施設の整備状況な
どを勘案して高速道路の区間ごとに定めているとこ
ろである。高速道路においては、速度超過に起因す
る死亡事故が多発している上、一旦交通事故が発生
した場合には、事故を引き起こした当事者だけでな
く、周囲の多数の車両を巻き込む重大事故が発生し
ているところである。
このような状況下において、運転者の自己責任によ
る高速度走行を認めることはできない。

Ｃ 2020010 個人

　高速道
路におけ
る速度制
限の気
象、路面
状況に応
じた緩和

道路交通法にお
ける速度制限

古物営業法にお
いて、古物営業を
行う場合、公安委
員会の許可を受
けなければならな
い等の規制がある
が､地方自治体に
ついては､この法
律の適用外とす

る。

提案の具体的内容について早急に照会
し、特区において要望が実現できないか、
具体的に検討の上、回答されたい。

八潮市
リサイクル
推進特区

1271010
　提案の具体的内容について、提案者に対して照会
中。

現金を賭けスロットマシンやルーレット等に興じることは、刑法上の賭博罪に該当すると認めら
れる行為であるが、総合規制改革会議の中間とりまとめによれば、「刑法に関するもの」は特
区制度の対象外とされている。
なお、競馬、競輪等のいわゆる公営競技については、それぞれ競馬法（昭和２３年法律第１５８
号）、自転車競技法（昭和２３年法律第２０９号）等の特別法に基づき実施されているところであ
り、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）は、刑法
の特例を定めているものではない。

提案主体からは風営法の特例に関する要
望も出されているところであるが、この問い
について、具体的に検討の上、回答された
い。
なお、法務省は、「刑法改正により特定の
地域のみその適用を排することはできず、
カジノを刑法２３章の構成要件から外すこ
とはできないが、「刑法３５条による合法
化」については、いずれかの省庁でカジノ
を合法化する法律が立案されれば個別に
当該省庁と協議に応じる用意はある。」と
回答している。

地方自治体が、古
物営業を行う場合
の古物営業法の適
用除外

Ｃ

現金を賭けスロットマシンやルーレット等に興じること
は、刑法上の賭博罪に該当すると認められる行為で
あるが、総合規制改革会議の中間とりまとめによれ
ば、「刑法に関するもの」は特区制度の対象外とされ
ている。

0100030

0100010

カジノ設置に関す
る特例

現金を賭けスロットマシンやルーレット等に興じること
は、刑法上の賭博罪に該当すると認められる行為で
あるが、総合規制改革会議の中間とりまとめによれ
ば、「刑法に関するもの」は特区制度の対象外とされ
ている。
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特例事項 管理コード 措置の概要(対応策)
各省庁からの回答に対する構造改革特区

推進室からの再検討要請
各省庁からの再検討要請に対する回答

「措置の分
類」の見直し

「措置の内
容」の見直し

各省庁からの回答に対する構造
改革特区推進室からの再々検

討要請
各省庁からの再検討要請に対する回答

「措置の分
類」の見直し

「措置の内
容」の見直し

提案事項
コード

提案主体名
特区構想
名

規制の特例事項
（事項名）

商店街全体の道路
を無料駐車場等と
して活用する規制
の特例

0100080
駐車禁止規制の見直し、パーキングチケット、パーキ
ングメーターの設置等について所轄警察署長に相談
していただきたい。

提案にあるとおり、特区において道路交通
法４６条の特例の対象とすること、または７
７条の道路使用許可の対象として明確化
することにより、要望を実現できないか、具
体的に検討して回答されたい。

前回回答で駐車禁止規制の見直しやパーキングメーターの設置を例示したのは、要望目的を
実現するために一般的に用いられる手法を示したのであって、道路交通法第４６条の「駐車
可」の道路標識等の設置によることが制度上不可能であるとしたものではない。また、恒久的
に実施したいとの要望であるので、道路使用許可によることは適当ではないと考える。いずれ
にせよ、実施可能かどうか、どのような方法によるのかは、都道府県警察と相談していただき
たい。

Ｄ－１

道路交通法第４６条に基づく駐
車可の標識は、どのような場合
に設置可能か、明らかにされた
い。

道路交通法第４６条に基づく駐車可の道路標識等は、貨物の積卸しや人の乗降が多
く、当該道路及び周辺の交通状況からやむを得ないと認められる場所であって、通過
車両のための車両幅員が原則３．５ｍ以上確保できる道路を対象に設置の要否を判
断することとしている。

Ｄー１ 2043010
台町商店
街振興組
合

商店街自
動車天国
特区

商店街全体の道
路を無料駐車場
等として活用する
規制の特例

中心市街地におけ
る荷物の積卸しの
ための停止時間の
延長

0100090
駐車禁止規制の見直し、パーキングチケット、パーキ
ングメーターの設置等について所轄警察署長に相談
していただきたい。

提案者の要望内容は、５分の路上駐車の
時間を１０分に延長してほしいというもので
あり、これについて具体的に検討の上回
答されたい。

道路交通法による交通規制は地域・区間・場所ごとにきめ細かな対応ができるよう道路標識等
の設置管理により行うこととされており、前回回答のとおり、現在駐車禁止規制が行われてい
る区間における駐車を認めようとする場合には、当該規制の解除やパーキングメーターの設
置等により対応することが予定されており、例外的な取扱いをする必要がある度に逐一定義規
定を改正することは適当でない。いずれにせよ、実施可能かどうか、どのような方法によるの
かは、都道府県警察と相談していただきたい。

Ｄ－１ 1411010 掛川市
駅天守
ギャラリー
特区

道路交通法の駐
車時間規制の緩
和

   提案者は、「ロボット」の歩道等での実証実験の実現手法として、道路交通法第２条第３項に
規定する歩行補助車等の対象範囲の拡大を提案しているが、これに対する当庁の見解は以
下の通り。
　道路交通法第２条第３項に規定する「歩行補助車等」や「身体障害者用の車いす」は、身体障
害等により歩行が困難な身体障害者等については「歩行補助車等」や「身体障害者用の車い
す」なしでは日常生活上における道路の通行に支障があり、又は通行することができないた
め、身体障害者等の自立、社会参加促進の観点から、これらを身体障害者等の身体の一部と
して考え一体的に歩行者として取り扱うことが必要であると考えられることから、幼児、児童、高
齢者等の様々な他の歩行者、自転車利用者等の通行の安全確保を図るための基準（構造上
時速６ｋｍを超える速度を出すことができないこと等）を定め、その基準に適合する「歩行補助
車等」又は「身体障害者用の車いす」を通行させる場合に限って、歩行補助車等を通行させて
いる者を歩行補助車等と一体的に歩行者として位置付けているものである。
  これに対し、提案に係る「ロボット」については、「ロボット」の道路上での作動に関する実証実
験を実施しなければ、実証実験を実施している者本人にとって日常生活上の道路での通行が
困難になるものであるとは認めがたい。したがって、先に述べた歩行補助車等の制度の趣旨
に照らして、道路交通法第２条第３項の規定により、当該本人とロボットを一体として道路交通
法上の歩行者として取り扱うことにはなじまない。
 

安心・安
全改革特
区（違法
停車及び
違法駐車
確認事項
の草加市
への移
管）

違法停車及び違
法駐車確認事項
の市町村への移

管

1296010 草加市

「規制改革の推進に関する第２次答申」（平成１４年１
２月１２日総合規制改革会議答申）及び答申に対す
る対処方針（平成１４年１２月１７日閣議決定）に基づ
き、駐車違反対応業務の民間委託を幅広く行うこと
ができるよう駐車違反に関する法制度の在り方を含
め検討し、平成１５年度中に結論を得る。

草加市の提案内容は、総合規制改革会議
の答申を受けた検討の対象に入っている
のか、入っていなければ、その理由を示さ
れたい。入っているのであれば、特区にお
いて先行的に実施できないか、具体的に
検討の上、回答されたい。

　駐車違反に関する法制度の在り方の検討に当たっては、駐車違反が国民に最も身近な交通
事犯の一つであることから、広く各方面からの意見を踏まえる必要があるとされているところ、
草加市の提案内容も貴重な意見の一つとして検討の対象としている。ただし、駐車違反は現行
法においては犯罪とされていることから、これを取り締まる活動は原則として捜査活動であり、
また、違法停車及び違法駐車の認定権限並びにレッカー移動の決定権限は捜査活動と一体
のものである。したがって、草加市の提案内容を実施するに当たっては、市町村が捜査活動を
行うことの是非、公安委員会制度の趣旨（都道府県警察を民主的に管理すると同時に政治的
中立を守ること）、都道府県と市町村間における事務分配の在り方等について、国民各位の意
見を聴きながら慎重に議論しなければならない。
　　仮に草加市の提案を実現するとすれば、検察庁、都道府県警察等との調整、刑事手続きに
ついての担当者の訓練等に１年は要するとみられる。ところで、特区における規制の特例措置
については、毎年度これを評価し、効果を上げている場合には全国において実施することも予
定されているが、警察庁において昨年初来行ってきた検討は、これまでの法令の運用実態を
踏まえ、全国における規制の在り方について全般的に見直していこうとするものであり、既に
草加市の提案に係る検討に先行している。したがって、草加市の提案も検討対象に加えた上
で更に検討を進め、「平成１５年度中に結論を得る」（「規制改革の推進に関する第２次答申」
（平成１４年１２月１２日総合規制改革会議答申）及び答申に対する対処方針（平成１４年１２月
１７日閣議決定））ことが、これまでの政府の姿勢にも合致し、かつ、我が国経済社会の構造改
革を推進することに資すると考える。

C

違法停車及び違法
駐車の認定権限及
びレッカー移動決
定権限の市町村へ

の移管

0100110
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特例事項 管理コード 措置の概要(対応策)
各省庁からの回答に対する構造改革特区

推進室からの再検討要請
各省庁からの再検討要請に対する回答

「措置の分
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「措置の内
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改革特区推進室からの再々検

討要請
各省庁からの再検討要請に対する回答

「措置の分
類」の見直し

「措置の内
容」の見直し

提案事項
コード

提案主体名
特区構想
名

規制の特例事項
（事項名）

また、道路交通法上「歩行者」と位置づけられるものについては、歩行補助車等に限らず、歩
行補助車等、身体障害者用の車いすを通行させる者が歩行補助車等と一体的に道路交通法
上の歩行者の通行方法等の各種規定を遵守することできるものであることが前提である。これ
は、「歩行補助車等を通行させている者」が道路交通法上の歩行者の通行方法等の歩行者に
係る各種規定を遵守して歩行補助車等と一体的に通行することが、歩行者、自転車利用者、
自動車等の運転者の様々な交通参加者が、お互いに、相手方が交通ルールを遵守することを
信頼して、それぞれの交通ルールを遵守して通行している道路交通の場において、「歩行補助
車等を通行させている」者の生命、身体の安全確保だけでなく、他の交通参加者全員の交通
安全を確保する上で必要であるからである。
　しかしながら、提案に係る「ロボット」については、提案者からの回答によれば、ロボット自体
が歩行者の通行方法等の義務規定を遵守できる技術的水準に達していないとのことである。
また、提案者の回答によれば、「歩道だけを通行させる場合も、人と自転車との衝突が考えら
れ（る）」とのことであり、さらに、「ロボット」の操作については、雑音、電波混線、気象変化等の
予測できない課題があるとされる。よって、ロボットが操作者の予期しない動作を行う事態が発
生する可能性は排除されない。
  このようなことから、「ロボット」の歩道等での作動の実証実験の実現手法として、歩行補助車
等の対象範囲の拡大等により、「ロボット」を「通行」させる者を道路交通法上の「歩行者」と位
置付けることは適当でない。
実道における歩行型・移動型ロボットの実証実験が道路使用許可の対象行為であることを明
確化するため、所要の都道府県公安委員会規則の改正を行うよう、特区地域を管轄する都道
府県警察に対し通達を発出する。

1059010 愛知県
国際自動
車特区

車両の高さ制限
の緩和（完成車
積載トレー
ラー、9.6ftコン
テナなど）及び
特殊車両許可手
続の緩和

1059020 愛知県
国際自動
車特区

車両の高さ制限
の緩和（完成車
積載トレー
ラー、9.6ftコン
テナなど）及び
特殊車両許可手
続の緩和

1121010

三重県地
域再生特
区協働プ
ロジェクト
グループ
（三重県、
四日市
市、四日
市港管理
組合）

技術集積
活用型産
業再生特
区

9.6ft国際海上コン
テナの陸上輸送に
係る規制の緩和

1121020

三重県地
域再生特
区協働プ
ロジェクト
グループ
（三重県、
四日市
市、四日
市港管理
組合）

技術集積
活用型産
業再生特
区

車両の高さ制限の
緩和（完成車積載
トレーラー、9.6ftコ
ンテナなど）及び
特殊車両許可手
続の緩和

1246060 茨城県
国際物流
特区

車両の高さ制限の
緩和

1252010 福岡県
ロボット実
証実験特
区

歩道等におけるロ
ボットの歩行等の
容認

Ⅳ
　提案の具体的内容が明らかでないため、提案者に

対して照会中。

提案の具体的内容について早急に照会
し、特区において要望が実現できないか、
具体的に検討の上、回答されたい。

Ｃ

↓

A

歩道等におけるロ
ボットの通行の容
認

0100120

車両の高さ制限の
緩和（9.6フィート国
際海上コンテナ、
完成車積載トレー
ラーなど）及び特殊
車両許可手続の緩
和

貴庁の回答では、対応時期が明確でなく、
特区において先行的に実施できないか、
具体的に検討し、回答されたい。

１　大型車両にかかる事故、とりわけ高さ制限にかかる事故は後を絶たず、国際コンテナにつ
いても毎年事故が発生しており、国民の生命、身体の安全に関わる事柄に関し「実験」的措置
を行うことについては、慎重でなければならない。
２　車両種別、積載貨物、輸送目的、通行経路、要望する制度（許可対象の拡大を求めるもの
もあれば、許可の不要化を求めるものもある等）、要望する高さ（４．１M、４．２M、４．３M等）等
について、多種多様な要望が寄せられているところ、特定の車種、輸送貨物等に限定した特定
の制度のみを取り上げる合理的理由がない。
仮に特定の車種,輸送貨物等に限定した制度の実施を特区において行うこととすれば、他の特
定の車種,輸送貨物等に限定した他の異なる要望に対しても、これに対応したそれぞれの制度
を用意し、特区において実施せざるを得ず、結局、多種多様な要望に対応する多種多様な制
度の並立を招くという不合理な結果が生じることになる。また、射程範囲を限定した制度は、他
の射程への影響の検証についての意味をあまりもたず、「実験」的効果も期待できないことに
なる。さらに、多種多様な要望に対応する個別の制度を順次並立させ、順次,評価,検証するこ
とは、結局、一般的な包括的制度の設計時期を遅らせかねない懸念もある。これらの不合理
は、一般的な制度設計の問題と、個別の要望に対する制度の個別適用の問題とを混同するこ
とによって生じる不合理である。そこで、多種多様な要望に対する合理的適用が可能な包括
的、全国的な制度（安全性を担保した上で、より多くの要望主体が公平に見直しの利益を享受
できる制度）を一括して検討する方針の下に、総合規制改革会議の答申を受け、現在、国土交
通省とともに、１６年度中に結論を得るべく、積極的に検討しているものである。
積載時の車高が３．８メートルを超える車両の通行に関し、安全性を確保しつつ物流を効率化
するための車高規制の見直しについて全国的・包括的見地から検討し、平成１５年度中に措置
する。

Ｃ
↓
Ｂー１

0100130

多種多様な見直し要望がある一方、関連事故が多
発し、影響も大きいこと等から、平成１４年１２月、総
合規制改革会議により「物流事業者のニーズ、道路
構造、交通事故等の実態を踏まえながら、安全性を
確保しつつ物流を効率化するための車高規制の在り
方について検討すべきである」との答申がなされ、こ
の答申を最大限尊重する旨の閣議決定がなされたと
ころであり、今後、国土交通省や関連事業者等と連
携し、閣議決定の趣旨に沿った全国的、包括的見地
からみた検討を行っていくこととしている。
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特例事項 管理コード 措置の概要(対応策)
各省庁からの回答に対する構造改革特区

推進室からの再検討要請
各省庁からの再検討要請に対する回答

「措置の分
類」の見直し

「措置の内
容」の見直し

各省庁からの回答に対する構造
改革特区推進室からの再々検

討要請
各省庁からの再検討要請に対する回答

「措置の分
類」の見直し

「措置の内
容」の見直し

提案事項
コード

提案主体名
特区構想
名

規制の特例事項
（事項名）

1258030
名古屋港
管理組合

産業ハブ
特区

車両の高さ制限の
緩和（完成車積載
トレーラー、9.6ftコ
ンテナなど）及び
特殊車両許可手
続きの緩和

1380010 釜石市
完成自動
車物流効
率化特区

特殊車両許可制
度（高さ）の緩和

海岸法による占用
を受けた区域内に
おいて道路交通法
に基づく交通規制
を実施

0100140

特区に指定された海浜区域において、交通整理に必
要な措置を講じた上、要望自治体と協議して定めた
運営計画に沿って道路交通法の規定に基づく交通
規制を実施することについて、都道府県警察に通達
する。

地方自治体の要望は、交通規制の権限の
委譲であり、更にこれについて、要望が特
区において実現できないか、具体的に検
討し、回答されたい。

 一般交通の用に供する特殊な海岸地域（一般的な自動車が無理なく通行することができる砂
浜）において、次のような枠組みにより海岸地域の管理者と連携して交通安全対策を行うこと
を都道府県警察に通達する。
１　自治体（海岸地域の管理者）と警察があらかじめ協議して、上記のような特殊な砂浜におけ
る交通安全対策等に係る実施計画を策定。
２　計画の内容に即して、警察は、道路交通法の規定に基づき砂浜への進入路における通行
禁止規制を含めた交通規制等を実施。
３　海岸の状況の変化に対応できるよう、両者連携してパトロール活動等を行い、交通規制の
実施・変更の必要が認められれば警察が迅速に対応（こうした対応要領は、記１の計画中に盛
り込む。）。

Ａ Ⅳ 1384020
石川県羽
咋市

自然共生
特区

海岸法による占用
を受けた区域内に
車輌通行帯を設
置した場合、道路
交通法を適用さ
せ、規制の権限を
移譲。

自治体がまちづくり
に関する交通規制
計画を警察に提案
する制度の創設

0100150

特区に指定された市街地において、要望自治体と協
議して定めたまちづくり計画の趣旨に沿った交通規
制を実施することについて、都道府県警察に通達す
る。

提案主体は、交通規制等に関する自治体
からの提案権を求めており、貴庁が講じよ
うとしている措置に盛り込めないか、具体
的に検討し、回答されたい。

要望自治体の意向を踏まえて現在検討している特例制度は、特区として指定された地域内に
おいて、地方自治体（事務局が置かれることを想定）や都道府県警察だけではなく、地域住
民、地元商店街、関係事業者等を構成員とする参加型の委員会・協議会を設置し、散策や買
物等をする者が集い、安心し、安全に行き交うことのできるまちづくりの在り方について協議
し、賑わいの創出を図るための「まちづくり計画」を策定しようとするものであり、交通規制に関
しても、例えば商店街における歩行者天国や、中心市街地への通過車両の流入抑制の実施
方策が、当然に検討の俎上に上るものと考えており、こうした過程において、地方自治体から
警察への交通規制実施に関する提案がなされ、これを受けた警察は、委員会・協議会で定め
られた「まちづくり計画」の内容に即して、信号機又は道路標識若しくは道路標示による交通規
制を実施することとなる。

Ａ Ⅳ 1017010 松山市
歩いて暮
らせるまち
づくり特区

公安委員会に対
し、まちづくり交通
規制計画を提案し
その意見が尊重さ
れる特例、建築基
準法の地下から出
口への階段幅の
規定に関する基準
の緩和

都道府県公安委員
会の交通規制の権
限を市道に限り警
察署長に委任

0100160

国道、都道府県道、市町村道は相互に接続されネッ
トワークとして機能しているため、道路の種別を限っ
て全ての権限を警察署長に委任することは、適当で
はない。

警察署長に委任できる権限の範囲を更に
拡大できないか、具体的に検討して回答さ
れたい。

警察署長が実施することのできる交通規制の種類は、道路交通法施行令第３条の２第１項に
おいて、通行禁止（大型車通行禁止、一方通行、右折禁止等が含まれる。）、歩行者用道路、
最高速度、追越禁止、徐行、一時停止、駐停車禁止、駐車禁止、停車禁止場所及び駐車禁止
場所の特例並びに停車方法及び駐車方法の特例とされており、その範囲は極めて広範で、こ
れ以上委任すべきものは見当たらない。また、その適用期間は１月を超えないものとされてお
り、このような季節的、臨時的に行われる交通規制以外のものについては、都道府県公安委
員会が道路ネットワーク全体の機能を見通して実施すべきであると考える。

Ｃ

提案者の意見によれば、全ての
権限の委譲を求めているのでは
なく、例えば横断歩道の設置、
一時停止や駐車禁止の規制等
に限った委任ができないかという
ものである。これについて具体
的に検討し、回答されたい。

横断歩道の設置は、一旦固着させた道路標示を短期間で除去することには問題ある
こと等から技術的に見ても委任困難である。他方、一時停止や駐車禁止は、可搬式
標識等で対応可能であり、現に１月以内のものは委任されている。標識標示を恒久
設置して行う交通規制の委任ができない理由は、前回回答のとおり。

Ｃ－１ 1027010
千葉県東
金市

交通安全
特区

交通規制に関する
公安委員会の権
限を市道に限り警
察署長に委任

0100100
許可することが適当かどうかは、イベント等の態様、
周辺交通の状況等個別具体の事情によるため、所
轄警察署に相談していただきたい。

貴庁の回答では、現行で対応可能としな
がらも、実際の許可については所轄の警
察署長の個別判断によるものとしている。
イベント等に関する道路使用許可に関して
は、自治体等からの提案が多く、運用改
善、解釈の明確化の観点から、ガイドライ
ンの提示等の対応が必要ではないか。こ
の観点から、具体的に検討し、回答された
い。

イベント等の態様、使用道路の構造、周辺交通の状況等のほか、イベント等の公益性や社会
慣習上の必要性、当該イベント等の実施とそれによる交通の安全と円滑への影響についての
地域住民や道路利用者等の理解の度合い等は正に千差万別であるため、個別具体の案件に
ついて所轄警察署と相談していただくほかないと考える。
地域活性化等を目的とする各種イベント等の実施に伴う道路使用に関し、実施主体と警察や
地域住民、道路利用者等との調整・合意形成の円滑化を図るために必要な事項等を示した通
達を各都道府県警察に対して発出する。

Ｃ

↓

B－１

1411020 掛川市
駅天守
ギャリー特
区

歩行者天国実施
規制の弾力化
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特例事項 管理コード 措置の概要(対応策)
各省庁からの回答に対する構造改革特区

推進室からの再検討要請
各省庁からの再検討要請に対する回答

「措置の分
類」の見直し

「措置の内
容」の見直し

各省庁からの回答に対する構造
改革特区推進室からの再々検

討要請
各省庁からの再検討要請に対する回答

「措置の分
類」の見直し

「措置の内
容」の見直し

提案事項
コード

提案主体名
特区構想
名

規制の特例事項
（事項名）

0100200

イベント等の道路使用は、現行でも許可することがで
きる。また、道路使用の可否は、地域住民や道路利
用者等の意見を踏まえつつ、公益上又は社会慣習
上の要請と交通の安全と円滑への影響とを総合的に
勘案し、個別具体の事情に照らして判断すべきもの
であるため、許可制度は必要である。申請書の記載
事項や添付資料は必要最小限のものとなっており、
審査も迅速に行っているところである。

貴庁の回答では、現行で対応可能とある
が、運用改善、解釈の明確化の観点から、
ガイドラインの提示等の対応が必要ではな
いか。この観点から、具体的に検討し、回
答されたい。

イベント等の態様、使用道路の構造、周辺交通の状況等のほか、イベント等の公益性や社会
慣習上の必要性、当該イベント等の実施とそれによる交通の安全と円滑への影響についての
地域住民や道路利用者等の理解の度合い等は正に千差万別であるため、個別具体の案件に
ついて所轄警察署と相談していただくほかないと考える。
地域活性化等を目的とする各種イベント等の実施に伴う道路使用に関し、実施主体と警察や
地域住民、道路利用者等との調整・合意形成の円滑化を図るために必要な事項等を示した通
達を各都道府県警察に対して発出する。

Ｄ－１

↓

B－１

1283010 立川市

「たちかわ
都市軸に
ぎわい」特
区（仮称）

道路使用・占用に
関する許可の届
出制への変更、も
しくは許可条件の
緩和と手続の簡素
化

1397010 小田原市
フィルムコ
ミッション
特区

道路使用の規制
緩和

1397020 小田原市
フィルムコ
ミッション
特区

ロケ用仮設建築物
の建築規制緩和

1396010
東京都多
摩市

多摩セン
ター地区
経済活性
化特区

歩行者専用道路
上への施設設置
に係る関係法令
の許可基準の緩
和

1396020
東京都多
摩市

多摩セン
ター地区
経済活性
化特区

歩行者専用道路
上への施設設置
に係る関係法令
の許可基準の緩
和

1396030
東京都多
摩市

多摩セン
ター地区
経済活性
化特区

歩行者専用道路
上への施設設置
に係る関係法令
の許可基準の緩
和

0100260
イベント等実施時の臨時交通規制はごく一般的に行
われている。具体的要望があれば所轄警察署長に
相談していただきたい。

貴庁の回答では「現行の規定により対応
可能」とあるが、運用改善、解釈の明確化
の観点から、ガイドラインの提示等の対応
が必要ではないか。この観点から、具体的
に検討し、回答されたい。また、提案者の
要望には、「イベント事業等の各種許可目
的の拡大」、「反復使用の許可制度の新
設」があるが、これらについて特区で要望
が実現できないか、具体的に検討し、回答
されたい。

イベント等の態様、使用道路の構造、周辺交通の状況等のほか、イベント等の公益性や社会
慣習上の必要性、当該イベント等の実施とそれによる交通の安全と円滑への影響についての
地域住民や道路利用者等の理解の度合い等は正に千差万別であるため、個別具体の案件に
ついて所轄警察署と相談していただくほかないと考える。「イベント事業等の各種許可目的の
拡大」については、現在でも、許可することのできる道路使用を目的によって限定してはいな
い。「反復使用の許可制度の新設」については、現在でも、一定期間にわたって断続的、反復
的に行われる道路使用（毎夜行う道路工事や週末ごとに開催するイベント等）を１件の許可対
象行為として取り扱っている。
地域活性化等を目的とする各種イベント等の実施に伴う道路使用に関し、実施主体と警察や
地域住民、道路利用者等との調整・合意形成の円滑化を図るために必要な事項等を示した通
達を各都道府県警察に対して発出する。

Ｄ－１

↓

B－１

イベント等に関す
る道路使用許可の
手続きの簡素化

0100250
申請書の記載事項や添付資料は必要最小限のもの
となっており、審査も迅速に行っているところである。

Ｄ－１

パーキングメー
ターの設置基準の
緩和

0100270
パーキングメーターの設置について所轄警察署長に
相談していただきたい。

貴庁の回答では「現行の規定により対応
可能」とあるが、運用改善、解釈の明確化
の観点から、ガイドラインの提示等の対応
が必要ではないか。この観点から、具体的
に検討し、回答されたい。

パーキングメーターの設置基準は、警察庁交通局長通達により定められている。 Ｄ－１

0100170

イベント等の道路使用は、現行でも許可することがで
きる。また、道路使用の可否は、地域住民や道路利
用者等の意見を踏まえつつ、公益上又は社会慣習
上の要請と交通の安全と円滑への影響とを総合的に
勘案し、個別具体の事情に照らして判断すべきもの
であるため、許可制度は必要である。

横浜市の提案は一律に許可制度を不要化
するものではなく、許可を不要化する範囲
を明確化する（例えば有効幅員2.5ｍを確
保する場合等）ものであり、この要望が実
現できないか、具体的に検討し、回答され
たい。
なお、貴庁の回答では、横浜市が要望す
る許可の不要化を可能とするものではな
いことから、措置の分類はＣとするべきで
ある。

イベント等の態様、使用道路の構造、周辺交通の状況等のほか、イベント等の公益性や社会
慣習上の必要性、当該イベント等の実施とそれによる交通の安全と円滑への影響についての
地域住民や道路利用者等の理解の度合い等は正に千差万別であるため、例示のあった「有
効幅員２．５ｍを確保する場合」であっても、個別具体の案件について所轄警察署による判断
が必要である。

Ｃ 1325010 横浜市 交流特区
道路使用に関する
許可の一部不要
化

0100190
申請書の記載事項や添付資料は必要最小限のもの
となっており、審査も迅速に行っているところである。

自治体の要望は、許可を要することなく届
出にて対応できないかというものであり、こ
の観点から具体的に検討し、回答された
い。（措置の分類はＣとするべきである。）

イベント等の態様、使用道路の構造、周辺交通の状況等のほか、イベント等の公益性や社会
慣習上の必要性、当該イベント等の実施とそれによる交通の安全と円滑への影響についての
地域住民や道路利用者等の理解の度合い等は正に千差万別であるため、個別具体の案件に
ついて所轄警察署による判断が必要である。

Ｃ 1186010 岐阜市
まちなか
にぎわい
特区

イベント開催時等
の道路使用簡素
化

0100180
許可することが適当かどうかは、イベント等の態様、
周辺交通の状況等個別具体の事情によるため、所
轄警察署に相談していただきたい。

2026010 個人

離島振興
地区交通
規制緩和
特区

道路占有使用時
の規制緩和

幅員が４０ｍあるような余裕のある道路は
許可がされる旨明確にするべきではない
か。この点も含め、道路占用、使用許可の
ガイドラインの提示等の対応が必要ではな
いか。この観点から、具体的に検討し、回
答されたい。

例示のあった「幅員４０ｍあるような余裕のある道路」とは、提案書記載の「多摩センター駅南
側の歩行者専用道路」のことであると思料するが、我が国の道路全般に適用される一般通則と
して幅員４０ｍ程度であれば必ずどのようなイベント等であっても許可がされるとすることはで
きず、他方、提案書記載の特定の道路における道路使用許可の運用方針については、所轄警
察署に聴取していただきたい。いずれにせよ、イベント等の態様、使用道路の構造、周辺交通
の状況等のほか、イベント等の公益性や社会慣習上の必要性、当該イベント等の実施とそれ
による交通の安全と円滑への影響についての地域住民や道路利用者等の理解の度合い等は
正に千差万別であるため、個別具体の案件について所轄警察署と相談していただくほかない
と考える。
地域活性化等を目的とする各種イベント等の実施に伴う道路使用に関し、実施主体と警察や
地域住民、道路利用者等との調整・合意形成の円滑化を図るために必要な事項等を示した通
達を各都道府県警察に対して発出する。

Ｄ－１

↓

B－１

0100220
許可することが適当かどうかは、工作物やイベント等
の態様、周辺交通の状況等個別具体の事情による
ため、所轄警察署に相談していただきたい。

2033010
中心市街
地活性化
特区

北見商工
会議所、
北見市商
店街振興
組合連合
会

道路法、道路交通
法、食品衛生法

許可することが適当かどうかは、ロケの態様、周辺交
通の状況等個別具体の事情によるため、所轄警察
署に相談していただきたい。

0100210

イベント等に関す
る道路使用許可の
円滑化

イベント等に関す
る道路使用許可の
不要化

ロケの態様、周辺交通の状況等によって
は、小田原市が指摘している国道などの
幹線道路における場合や、両方向を通行
止めにする場合が許可可能なのか、可能
であれば、それらを含め、ロケにおける道
路使用許可のガイドラインの提示等の対
応が必要ではないか。この観点から、具体
的に検討し、回答されたい。

幹線道路でのロケ、道路の両方向を通行止めにした上で行うロケは、多くの実施例があるが、
いずれにせよ、ロケの態様、使用道路の構造、周辺交通の状況等のほか、ロケの公益性や社
会慣習上の必要性、当該ロケとそれによる交通の安全と円滑への影響についての地域住民や
道路利用者等の理解の度合い等は正に千差万別であるため、個別具体の案件について所轄
警察署と相談していただくほかないと考える。
地域活性化等を目的とする各種イベント等の実施に伴う道路使用に関し、実施主体と警察や
地域住民、道路利用者等との調整・合意形成の円滑化を図るために必要な事項等を示した通
達を各都道府県警察に対して発出する。

Ｄ－１

↓

B－１
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特例事項 管理コード 措置の概要(対応策)
各省庁からの回答に対する構造改革特区

推進室からの再検討要請
各省庁からの再検討要請に対する回答

「措置の分
類」の見直し

「措置の内
容」の見直し

各省庁からの回答に対する構造
改革特区推進室からの再々検

討要請
各省庁からの再検討要請に対する回答

「措置の分
類」の見直し

「措置の内
容」の見直し

提案事項
コード

提案主体名
特区構想
名

規制の特例事項
（事項名）

0100230
許可することが適当かどうかは、レースの態様、周辺
交通の状況等個別具体の事情によるため、所轄警
察署に相談していただきたい。

2078010
大阪夢づ
くり協議会

大阪夢
サーキット
（公道サー
キット誘致
によるまち
づくり）

公道レースを行う
為現行の法律の
緩和及び改正

速度抑制に係る信
号調整等による大
気汚染を低減させ
る交通規制の実施

0100240

各道路、区間、交差点の道路交通は相互に影響し
合って全体の交通流を形づくっているため、特定の
交差点のみ別の機関が信号制御等を行うことは適
当ではない。なお、具体的要望があれば警視庁に相
談していただきたい。

当該地点の大気汚染を軽減する観点から
何らかの対応ができないか、具体的に検
討し、回答されたい。

個別地点における交通規制の実施方策は都道府県警察の判断により決定されるべきもので
あり、警察庁が回答することはできないが、このような要望かあった旨を警視庁に連絡し、対応
策を検討させることとしたい。

Ｃ

↓

D

1072010
東京都板
橋区

環境改善
対策特区

大気汚染悪化防
止に関する交通規
制の実施

「セグウェイ」は道
路交通法により自
転車や原動機付自
転車とみなせず利
用できないことか
ら、道路交通法上
の歩行者として位
置付ける。

0100280

　「セグウェイ」が、原動機により陸上を移動させるこ
とを目的として製作された用具で軌条若しくは架線を
用いないものであるため、道路運送車両法上、原動
機の定格出力の大小に応じて、自動車又は原動機
付自転車に当たり、道路運送車両法に基づく技術基
準に適合するものでなければ、道路を運行すること
はできない。
　提案書では、「セグウェイ」の道路交通法上の位置
付けについて、「道路交通法により自転車や原動機
付き自転車とみなせない」、「道路交通法の下では、
自転車や原動機付き自転車に近いものと考えられ
る」等とされているが、道路交通法は、「原動機を用
い、かつ、レール又は架線によらないで運転する車」
である以上、原動機の定格出力の大小に応じて、自
動車又は原動機付自転車に当たると規定しており、
道路交通法上、自動車又は原動機付自転車に当た
ることは法文上明らかである（原動機が内燃機関（エ
ンジン）でなく、電動機であっても自動車又は原動機
付自転車に当たることは、電気を動力とする電気自
動車が自動車に当たるのと同様である。）。

「セグウェイ」の最高速度によっては歩道で
の使用が可能とならないか、検討の上、回
答されたい。
なお、貴庁の回答内容であれば、措置の
分類はＣとするべきである。

原動機により陸上を移動させることを目的として製作された用具で軌条若しくは架線を用いな
いものは、その用具の名称の如何にかかわらず、道路運送車両法上、原動機の定格出力の
大小に応じて、自動車又は原動機付自転車に当たり、したがって、車両及びその搭乗者の安
全のみならず、車外にいる歩行者、自転車利用者等の生命、身体の安全確保の観点から定め
られた道路運送車両法に基づく技術基準に適合するものでなければ、歩道、車道を問わず、
道路を運行することはできない。
　また、道路交通法上も、「原動機を用い、かつ、レール又は架線によらないで運転する車」
は、いかなる名称を付与されたものであるかにかかわらず、原動機が内燃機関（エンジン）でな
く電動機であっても、いわゆる「電気自動車」、「燃料電池車」と同様、原動機の定格出力の大
小に応じて、自動車又は原動機付自転車に当たる。したがって、当該自動車又は原動機付自
転車が、道路運送車両法に基づく技術基準に適合しないため交通の危険を生じさせ、又は他
人に迷惑を及ぼすおそれがある場合は、道路交通法上も、整備不良車両として運転が禁止さ
れている。
　また、自動車又は原動機付自転車の種別に応じて、それぞれに対応する運転免許を受けな
ければ運転することができず、道路を通行する場合は、車道の通行等自動車又は原動機付自
転車としての通行方法に従う必要がある。
　道路交通法上の自動車又は原動機付自転車のこうした位置づけは、平成１４年の交通事故
死傷者数約１１８万人と、国民の約１００人に１人が交通事故に遭っており、しかも、我が国の交
通事故死者に占める歩行者、自転車利用者の割合は４０．６％で、他の欧米諸国（米（１３．
０％）、フランス（１３．７％）、ドイツ（２２．０％）。国際道路交通事故データベース（ＩＲＴＡＤ）によ
る。）と比較して、歩行者等の交通事故死が突出して多い我が国の交通情勢の下において、歩
行者等が交通事故の脅威にさらされることなく安心して通行できる環境を整備し、悲惨な交通
事故から国民の生命・身体を守るために必要不可欠のものである。近年、歩行者を交通事故
から守るため、歩道と車道の分離に加え、車道通行時の歩行者保護のための歩車分離式信
号も導入しているところである。
　こうした情勢において、いかなる名称を付与されたものであるかにかかわらず、実態的に自
動車又は原動機付自転車に該当する車を「歩行者」として位置付け、歩道を通行させること
は、（衝突時の対歩行者保護のための車両の技術基準の改良、歩道、ガードレール等の整
備、「歩車分離」の交通ルール、自動車又は原動機付自転車の安全な運転に必要な一定の知識
　なお、道路交通法第２条第３項に規定する「身体障害者用の車いす」や「歩行補助車等」は、身

Ｃ

提案者の意見では、セグウェイ
については、最高速度の制御が
可能であることから、最高速度を
あるレベルに設定することで歩
道において運行させることが可
能であり、かつ海外では既に走
行が認められているケースも多
いとのことであり、本邦において
も特区において実験的に認める
ことができないか、具体的に検
討し、回答されたい。

　原動機により陸上を移動させることを目的として製作された用具で軌条若しくは架
線を用いないものは、道路運送車両法上、原動機の定格出力の大小に応じて、自動
車又は原動機付自転車に当たり、最高速度の制御が可能であるかどうかにかかわら
ず、道路運送車両法に基づく技術基準に適合するものでなければ、歩道、車道を問
わず、道路を運行することはできない。
　また、自動車又は原動機付自転車の種別に応じて、それぞれに対応する運転免許
を受けなければ運転することができず、道路を通行する場合は、車道の通行等自動
車又は原動機付自転車としての通行方法に従う必要がある。
　道路交通法上の自動車又は原動機付自転車のこうした位置づけは、我が国の交通
事故死者に占める歩行者、自転車利用者の割合は４０．６％で、他の欧米諸国（米（１
３．０％）、フランス（１３．７％）、ドイツ（２２．０％）。国際道路交通事故データベース（Ｉ
ＲＴＡＤ）による。）と比較して、歩行者等の交通事故死が突出して多い我が国の交通
情勢の下において、歩行者等が交通事故の脅威にさらされることなく安心して通行で
きる環境を整備し、悲惨な交通事故から国民の生命・身体を守るために必要不可欠
のものである。近年、歩行者等を交通事故から守るため、歩道と車道の分離に加え、
車道通行時における歩行者保護のための歩車分離式信号機の導入も進めていると
ころである。
　提案者が提出している資料において「セグウェイは電気スクーターである」と書かれ
ているが、昨年は、セグウェイと同様に電動で走行する「電動キックスケーター」、「電
動スクーター」等の名称の原動機付自転車が、道路運送車両法に基づく技術基準に
適合しないままに歩道等の道路を通行し、これらによる交通事故が急増したところで
ある。
　このようなことからみて、自動車又は原動機付自転車を「歩行者」として位置付け、
歩道を通行させることは、その自動車又は原動機付自転車にいかなる名称が付与さ
れているか、また、最高速度の制御が可能であるか否かにかかわらず、幼児、児童、
妊婦、高齢者、身体障害者等の歩行者の方々が歩道を通行中に自動車や原動機付
自転車と衝突し、死亡、負傷等の被害を受ける危険性が高くなることから、適当でな
い。仮に一部地域を対象とする特例措置であっても、特例措置により交通事故が発
生した場合は人の死亡、負傷、後遺障害という不可逆的な危害を当該地域の歩行者
等にもたらし、当該措置の実施主体による特例措置の停止等の事後的な対応では取
り返しが付かないことから、認められない。

Ｃ－１ 2143010
株式会社
ネオテ
ニー

セグウェイ
特区

道路交通法に関
する歩行者規定
の緩和

　小型特殊自動車
の規格の緩和・代
替安全担保措置の

検討

0100290
　提案の具体的内容が明らかでないため、提案者に

対して照会中。

提案の具体的内容について早急に照会
し、特区において要望が実現できないか、
具体的に検討の上、回答されたい。

　提案者に提案の具体的内容を照会したところ、提案者は提案の全国的な実施を求めている
ことから、全国的見地からの検討が必要である。また、特殊自動車については、提案した民間
事業者以外にも、様々な民間事業者が製造販売していることから、制度の検討に当たっては、
我が国において流通する各種特殊自動車の現状や業界全体の意向を把握しておくことが必要
である。そこで、本件提案については、提案者だけでなく、全国の他の事業者、事業団体等か
ら、幅広く、提案に係る特殊自動車に関する現況や意見を十分に把握した上で検討を行う必要
がある。
　なお、運転免許制度は国民の生命・身体の安全確保に関わるものであり、仮に特例措置を
認めることとした場合に交通事故が発生したときは、交通事故で住民等が被る被害は当該実
施主体による特例措置の取消し等の事後的対応では取り返しがつかないことから、特区での
対応は適当でない。また、運転免許は、試験の結果、一定の水準に達した者のみに運転を許
可する全国的な資格制度であり、逮捕・懲役や即免許取消処分の対象となる無免許運転行為
を特例的に認めることは不公平感が著しく強いものであることからも、特定地域においてのみ
特例措置を講ずることは適当でない。

Ｃ

道路交通法と道路運送車両法
のミスマッチを早期に解決する
ため、結論を得る時期及び検討
内容について明確化できない
か、具体的に検討し、回答された
い。

小型特殊自動車の規格に関し、高さ２メートル以下を２．８メートル以下とし、総排気
量に係る規定を削除することについて、道路交通の安全に及ぼす影響の有無の確認
等の検討を全国的見地から行い、平成１５年度中に結論を得る。

Ｃー２ 2168010
三菱重工
業(株)

道路交通法の小
型特殊自動車規
定及び運転免許
規定の規制緩和

中心市街地活性化
法における区域指
定の柔軟化（区市
町村全域の指定）

0100300
中心市街地整備改善活性化法は当庁所管の法律で
はないので回答できない。

－ 1356020
東京都中
央区

商業振興
特区

中心市街地の指
定要件の緩和

Ｄ－１

↓

B

レースの態様、使用道路の構造、周辺交通の状況等のほか、レースの公益性や社会慣習上
の必要性、当該レースの実施とそれによる交通の安全と円滑への影響についての地域住民や
道路利用者等の理解の度合い等は正に千差万別であるため、個別具体の案件について所轄
警察署と相談していただくほかないと考える。（参考までに申し添えると、我が国でも公道と閉
鎖林道を併用した国際級ラリー競技会の開催実績があり、その道路使用の形態は、原田茂氏
の提案に係るオートバイのトライアル競技会と同様である。）
地域活性化等を目的とする公道でのカーレースを含む各種イベント等の実施に伴う道路使用
に関し、実施主体と警察や地域住民、道路利用者等との調整・合意形成の円滑化を図るため
に必要な事項等を示した通達を各都道府県警察に対して発出する。

貴庁の回答では現行にて対応可能とある
が、競走用車両の公道走行について許可
する際のガイドライン提示等の対応が必要
ではないか。この観点から、具体的に検討
し、回答されたい。

公道でのカーレー
スの容認
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